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市町村名 涌谷町 美里町 計画期間（※２）

目　　標　：（※３）

目標設定の考え方
地区の概要：

現状と課題

今後の展開方向等（※４）

平成２７年度～平成２９年度地区名(※１)

　平成３０年度から実施を計画している県営農地整備事業により、区画の整理・拡大、農道・用排水路の整備を行い、本地区の農業に支障をきたしている要因を改善し、大型機械による効率
的な営農、水管理の合理化をはじめ、担い手への農地の集積等により本地区の農業の振興を図るとともに、農業従事者の定住化を促進する。

　本地区においては、水稲を中心とした農業が展開されているが、用排水路の整備水準が低いことから、用水不足や排水不良など用排水に支障をきたし、多くの農業従事者が維持管理に苦
慮している。農道は狭小で、耕作機械等のすれ違いも困難な状況である。また、圃場の多くが１０ａの小区画であり、耕作地が数箇所に分散しているほか、農道が接続していない圃場もあり、
作業の妨げになっている。このため、大型の機械による効率的な営農と将来の担い手農家の育成に支障をきたしており、地域活力の低下が懸念される。

計画の名称 出来川左岸上流地区活性化計画

１　活性化計画の目標及び計画期間

都道府県名

　本地区においては、水稲を中心とした農業が展開されており、地形図作成及び農用地等集団化を実施することにより、今後予定している農地整備事業を円滑に行い、営農条件の整備と農用地の
担い手への利用集積を促進し、農業の振興により地域の活性化、定住の促進を図る。
　平成３０年度からの農地整備事業の実施を目指すとともに、事業の実施により区域内における担い手３９人を維持、確保し、地域農業の推進につなげ、農業従事者の定住を促進する。

　涌谷町は、宮城県の北東部に位置し、総面積は８２．０８平方キロメートルである。町のほぼ中央に箟岳山があり、１級河川の江合川をはじめ多くの河川が耕地を潤し、総面積の約４４％を
農用地が、約３０％を山林・原野が占めており、豊かな自然環境に恵まれた地域である。
　美里町は、宮城県の北東部に位置し、総面積は７５．０６平方キロメートルである。１級河川の江合川や鳴瀬川などにより形成された沖積平野が広がり、総面積の７０％近くを豊かな水田や
畑が占めており、自然豊かな田園都市である。
　本地区は、涌谷町の南西部と美里町の北東部にまたがった地区であり、宮城県北部の中心地である大崎耕土の東端に位置している。気候は、緯度から見ると寒冷な地域だが、冬季の降
雪量も少なく、東北地方の中でも比較的温暖な気象条件にある。奥羽山脈から流れる１級河川の江合川などの沖積平野が広がる、おおむね平坦な地形となっており、肥沃な水田地帯が広
がっている。圃場の多くは１０ａの小区画となっており、農道は狭小で用排水路の整備水準も低い地域であることから、農作業の効率化と生産性の向上、また、担い手育成の促進のため、農
地整備事業の実施が強く望まれている地区である。

宮城県 出来川左岸上流地区



（１）法第５条第２項第２号に規定する事業（※１）

涌谷町、美里町 出来川左岸上流地区 涌谷町 有 イ H27年度

涌谷町、美里町 出来川左岸上流地区 涌谷町 有 イ H27～H28年度

涌谷町、美里町 出来川左岸上流地区 宮城県 無 イ
採択：H29年度
実施：H30～H38年度

（２）法第５条第２項第３号に規定する事業・事務（※４）　【該当なし】

（３）関連事業（施行規則第２条第３項）（※５）　【該当なし】

（４）他の地方公共団体との連携に関する事項（※６）　【該当なし】

基盤整備（⑬地形図作成）

基盤整備（⑭農用地等集団化）

法第５条第２項第
２号イ・ロ・ハ・ニ
の別(※３）

交付金希望の有無

市町村名 地区名 事業名 事業実施主体

農地整備事業

交付金希望の有無

備考

２　定住等及び地域間交流を促進するために必要な事業及び他の地方公共団体との連携

市町村名 地区名 事業名（事業メニュー名）（※２） 事業実施主体 備考

市町村名 地区名 事業名 事業実施主体 備考



出来川左岸上流地区（宮城県涌谷町、美里町） 区域面積 （※２）

区域設定の考え方 （※３）
①法第３条第１号関係：

②法第３条第２号関係：

③法第３条第３号関係：

３　活性化計画の区域（※１)

３９４ｈａ　

　市街地を形成している区域は、含んでいない。

　本地区の基幹産業は水稲を中心とした農業であり、その基盤となる農地を整備し、農業生産性を高めることにより農業の振興、農業従事者の定
住化を促進することは、地域の活性化に寄与するものである。

　本地区は、そのほとんどが涌谷農業振興地域整備計画、小牛田農業振興地域整備計画に基づく農用地であり、農業が重要な産業となってい
る。



４　市民農園（活性化計画に市民農園を含む場合）に関する事項　【該当なし】

（１）市民農園の用に供する土地（農林水産省令第２条第４号イ、ロ、ハ）

農地（※２） 市民農園施設

氏名 住所 氏名 住所

市民農園整備
促進法法第２
条第２項第１号
イ・ロの別

種別（※３）

（２）市民農園施設の規模その他の整備に関する事項（農林水産省令第２条第４号ハ）（※４）
整備計画

建築物

工作物

　計

（３）開設の時期 （農林水産省令第２条第４号二）

土地の所在 地番
登記簿 現況

地目

土地所有者

権利の
種類(※1）

新たに権利を取得するもの

所要面積 工事期間建築面積

土地所有者

種別(※５）

土地の利用目的

備考

備考構造(※６）

地積（㎡) 権利の
種類(※１）

既に有している権利に基づくもの



内　　　容 備　　考

（１） 農林地所有権移転等促進事業の実施に関する基本方針（※１）

（２） 移転される所有権の移転の対価の算定基準及び支払の方法

(※２）

（３）

①

②

③

（４）

①

②

設定され、又は移転される地上権、賃借権又は使用貸借に
よる権利の残存期間に関する基準(※４）

設定され、又は移転を受ける権利が地上権又は賃借権であ
る場合における地代又は借賃の算定基準及び支払の方法
(※５）

農林地所有権移転等促進事業の実施により設定され、又は
移転される農用地に係る貸借権又は使用貸借による権利
の条件(※６）

その他農用地の所有権の移転等に係る法律関係に関する
事項（※７）

農林地所有権移転等促進事業の実施により設定され、又は移
転される農用地に係る賃借権又は使用貸借による権利の条件
その他農用地の所有権の移転等に係る法律事項

５　農林地所有権移転等促進事業に関する事項　【該当なし】

事　　　項

権利の存続期間、権利の残存期間、地代又は借賃の算定基準等

設定され、又は移転される地上権、賃借権又は使用貸借に
よる権利の存続期間に関する基準(※３）



６　活性化計画の目標の達成状況の評価等(※１）

　活性化計画の目標の達成状況については、本地区内における認定農業者数を把握し、第三者の意見を踏まえたうえで、事後評価を行う。
　事業活用活性化計画目標については、地形図作成及び農用地等集団化の事業実施後、平成３０年度に農地整備事業が着手されている
かにより検証する。


